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平成 23 年度事業実績報告 
（平成 23 年 8 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日） 

 
平成 23 年度特例民法法人全国老人保健施設協会事業計画を引き継ぎ、介護老人保健施設がケアの

質の向上をはかり、地域の社会資源としての役割を果たしていくことができるよう、各種教育研修事

業を実施したほか、平成 24年度介護報酬・診療報酬の同時改定にむけて、各種調査研究事業の実施、

迅速・適確な情報伝達を図るべくＩＴ事業の展開等による広報活動を行った。また、平成 23 年 3 月 11
日に発生した東日本大震災についても、迅速・適確に対応した。平成 23 年 8 月 1 日に公益社団法人に

移行登記をし、必要な手続きを行った。 
当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業詳細は、機関誌『老健』平成

23 年 9 月号～平成 24 年 4 月号において「協会の活動」及び「芝公園だより」等に掲載した。 
 

1 会議 
(1) 社員総会 

定款の規定に基づき臨時社員総会を 2 回開催し、付議された案件を審議、可決承認した。議決

案件等の概要は次のとおりである。 
①第１回臨時社員総会 

・開催の日時 平成 23 年 10 月 25 日(火)10:30～12:00 
 東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「マグノリアホール」 
・代議員数 96 名 
・出席代議員数 74 名 合計 96 名 
・書面表決代議員数 22 名 
・議決案件等 

第 1 号議案 特例民法法人全国老人保健施設協会平成 23 年度事業報告案について 
第 2 号議案 特例民法法人全国老人保健施設協会平成 23 年度収支決算案について 
第 3 号議案 公益社団法人全国老人保健施設協会平成 23 年度事業計画案について 
第 4 号議案 公益社団法人全国老人保健施設協会平成 23 年度収支予算案について 
報 告 事 項 (1)介護報酬改定等について 

(2)東日本大震災関連について 
(3)平成 23 年 8 月 31 日現在加入状況について 
(4)各都道府県支部一覧及び代議員名簿について 

②第 2 回臨時社員総会 
・開催の日時 平成 24 年 3 月 8 日(木)13:00～15:00 

 東京都港区芝公園 3-3-1 
東京プリンスホテル 2 階「マグノリアホール」 

・代議員数 96 名 
・出席代議員数 73 名 合計 94 名 
・書面表決代議員数           21 名 
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・議決案件等 
第 1 号議案 平成 24 年度事業計画案について 
第 2 号議案 平成 24 年度収支予算案について 
第 3 号議案 平成 23 年度事業計画の一部変更案について 
第 4 号議案  平成 23 年度収支補正予算案について 
報 告 事 項 (1)介護報酬改定等について 

(2)第 23 回全国介護老人保健施設大会美ら沖縄について 
(3)第 24 回全国介護老人保健施設大会石川について 
(4)平成 24 年 1 月 31 日現在加入状況について 
(5)各都道府県支部一覧及び代議員名簿について 

(2) 理事会 
定款の規定に基づき定例理事会を2回、臨時理事会を2回開催し、社員総会に付議すべき事項等

について審議、可決承認した。審議案件の概要は次のとおりである。 
①平成 23 年度第 1 回定例理事会 

・開催の日時 平成 23 年 9 月 30 日(金)10:30～12:30 
 東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 4 階「芙蓉の間」 
・理事の現在数 25 名 
・出席者数 19 名  
・議決案件等 

第 1 号議案 特例民法法人全国老人保健施設協会平成 23 年度事業報告案について 
第 2 号議案 特例民法法人全国老人保健施設協会平成 23 年度収支決算案について 
第 3 号議案 公益社団法人全国老人保健施設協会平成 23 年度事業計画案について 
第 4 号議案 公益社団法人全国老人保健施設協会平成 23 年度収支予算案について 
第 5 号議案 平成 23 年度第 1 回臨時社員総会の開催について 
第 6 号議案 会計監査人の報酬について 
第 7 号議案 公益社団法人全国老人保健施設協会表彰規程及び 

表彰規程実施細則について 
第 8 号議案 業務報告について 
第 9 号議案 新規入会申込者（平成 23 年 5 月 1 日～平成 23 年 8 月 31 日）について 
第 10 号議案 会員変更申請者（平成 23 年 5 月 1 日～平成 23 年 8 月 31 日）について 
報 告 事 項 (1)介護報酬改定等について 

(2)東日本大震災関連について 
(3)退会者（平成 23 年 5 月 1 日～平成 23 年 8 月 31 日）について 
(4)平成 23 年 8 月 31 日現在加入状況 
(5)各都道府県支部一覧 

②平成 23 年度第 1 回臨時理事会 
・開催の日時 平成 23 年 12 月 8 日(木)16:00～18:00 

 東京都港区芝 2-5-2 
 東京グランドホテル 4 階「芙蓉の間」 



 

- 3 - 

・理事の現在数 25 名 
・出席者数 19 名  
・議決案件等 

第 1 号議案 平成 23 年度事業計画の一部変更案について 
第 2 号議案 平成 23 年度第一次収支補正予算案について 
第 3 号議案 諸規程等の制定について 
第 4 号議案 社員総会の開催について 
第 5 号議案 全国大会開催地について 
第 6 号議案 業務報告について 
第 7 号議案 新規入会申込者（平成 23 年 9 月 1 日～平成 23 年 10 月 31 日）について 
第 8 号議案 会員変更申請者（平成 23 年 9 月 1 日～平成 23 年 10 月 31 日）について 
報 告 事 項 (1)介護報酬改定等について 

(2)平成 23 年 10 月 31 日現在加入状況 
(3)消費税について 

③平成 23 年度第 2 回定例理事会 
・開催の日時 平成 24 年 2 月 9 日(木)16:00～18:00 

 東京都港区芝 2-5-2 
 東京グランドホテル 3 階「蘭の間」 

・理事の現在数 25 名 
・出席者数 21 名  
・議決案件等 

第 1 号議案 平成 24 年度事業計画案について 
第 2 号議案 平成 24 年度収支予算案について 
第 3 号議案 諸規程の制定について 
第 4 号議案 老健医療研究会監査監事について 
第 5 号議案 業務報告について 
第 6 号議案 新規入会申込者（平成 23 年 11 月 1 日～平成 24 年 1 月 31 日）について 
第 7 号議案 会員変更申請者（平成 23 年 11 月 1 日～平成 24 年 1 月 31 日）について 
承 認 案 件    実地研修指定施設について 
報 告 事 項    (1)介護報酬改定等について 
       (2) 退会者について 
       (3) 平成 23 年 12 月 31 日現在加入状況について 

(4) 各都道府県支部一覧 
④平成 23 年度第 2 回臨時理事会（書面による表決） 

・開催の日時 平成 24 年 3 月 16 日(金) 【理事会の議決があったものとみなす日】 
・理事の現在数 25 名 
・出席者数 25 名  
・議決案件等 

第 1 号議案 新規入会申込者（平成 24 年 2 月 1 日～平成 24 年 2 月 29 日）について 
第 2 号議案 会員変更申請者（平成 24 年 2 月 1 日～平成 24 年 2 月 29 日）について 
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(3) 支部長会 
年度中に 1 回開催し、平成 24 年度介護報酬改定の説明を行ったほか、各支部からの要望事項等、

意見交換を行った。 
(4) 正副会長会 

年度中に 8 回開催し、平成 24 年度介護報酬・診療報酬の同時改定にむけての対応、新規事業等、

当会事業の細目に関する事項について検討を行った。 
(5) 常務理事会 

年度中に 8 回開催し、各委員会活動の内容の協議、平成 24 年度介護報酬改定に向けての対応等、

その他事業計画の執行について検討を行った。 
(6) 支部事務担当者会 

年度中に1回開催し、平成24年度介護報酬改定の説明を行ったほか､公益社団法人として必要な

各種事務連絡を伝達し各支部の要望について意見交換を行う等、協会本部と支部事務局との連絡

を密にし、事業運営に生かした。 
 
2 シンポジウム事業 

東日本大震災における復旧・復興に向けた支援のあり方等を考える「東日本大震災復興支援シンポ

ジウム」を平成 23 年 10 月 25 日（火）東京プリンスホテル（東京都港区）において、約 600 名の参

加者を得て開催した。 
当日の式典では、東日本大震災で殉職された会員施設職員を顕彰するとともに、例年、全国介護老

人保健施設大会で行っていた平成 23年度介護老人保健施設事業功労者厚生労働大臣表彰及び公益社団

法人全国老人保健施設協会表彰を行った。 
また、シンポジウムは一般公開とし、「被災地からのメッセージ『その時、今、そしてこれか

ら・・・』～老健施設は、命・地域をどう守るべきか～」をテーマに、実際に被害の大きかった被災 3
県（岩手県、宮城県、福島県）の介護老人保健施設の職員をシンポジストに招き、当時の状況等につい

て発表を行った。詳細は以下のとおり。 
 
【式典・表彰】 黙祷・主催者挨拶・来賓挨拶 

平成 23 年度介護老人保健施設事業功労者厚生労働大臣表彰 
平成 23 年度公益社団法人全国老人保健施設協会表彰 
平成 23 年度公益社団法人全国老人保健施設協会顕彰 

【特別講演】 厚生労働省老健局長 宮島 俊彦 
【シンポジウム】 
座    長 公益社団法人全国老人保健施設協会会長   山田 和彦 
シンポジスト 介護老人保健施設松原苑看護部長      入澤 美紀子 
  女川町地域医療センター看護主任      横井 智美 
  介護老人保健施設小名浜ときわ苑施設長   鯨岡 栄一郎 
  公益社団法人全国老人保健施設協会常務理事  江澤 和彦 

 
3 教育事業 
介護老人保健施設におけるサービスの質の維持・向上をはかり利用者及びその家族に良質なサービ
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スを提供することを目的として、理念教育・専門性の向上・職員のスキルアップそして施設の安定経

営等に資する情報提供を含めた各種研修事業を実施した。 
(1) 職員基礎研修事業 

介護老人保健施設職員等に必須の基礎的知識及び理念の修得を目的として、実務経験 2 年未満

の施設職員等を対象に実施した。 
回数・開催地 実施期間 会場 受講者数

第 2 回 埼玉県 平成 23 年 9 月 29 日(木)～30 日(金) ラフレさいたま 130 名

第 3 回 愛知県 平成 23 年 11 月 17 日(木)～18 日(金) ホテル日航豊橋 96 名

第 4 回 鹿児島県 平成 24 年 1 月 26 日(木)～27 日(金) 鹿児島サンロイヤルホテル 103 名

全 3 回 計 329 名

(2) 実地研修事業 
実技修得を目的とする研修を 2 コース設定し、Ａコース(基礎実技修得コース)は、原則介護老人

保健施設勤務１年以上の職員を、Ｂコース(専門実技修得コース)は、原則介護老人保健施設勤務 2
年以上の職員を対象に実施した。 

コース 施設数 回数 受講者数 
Ａコース(基礎実技修得コース) 47 64 391 名

Ｂコース(専門実技修得コース) 66 94 463 名

計 113 158 854 名

※1 施設で複数のコースを実施した施設は、それぞれのコースをカウントしている。 
(3) 管理者(職)研修事業(独立行政法人福祉医療機構と共催) 

管理者(職)としての基礎知識、行政の動向及び経営上の留意点等について理解を深めることを目

的として、独立行政法人福祉医療機構との共催により、施設の管理者(職)及び開設予定者等を対

象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

大阪府 平成 23 年 10 月 13 日(木)～14 日(金) 千里阪急ホテル 191 名

(4) 中堅職員研修事業 
講義とテーマ別のグループディスカッションにより、中堅クラスの職員としてのスキルアップ

を目的として、介護老人保健施設勤務 5 年程度の施設職員等を対象に実施した。 
回数・開催地 実施期間 会場 受講者数

第 2 回 埼玉県 平成 23 年 9 月 29 日(木)～30 日(金) ラフレさいたま 104 名

第 3 回 愛知県 平成 23 年 11 月 17 日(木)～18 日(金) ホテル日航豊橋 82 名

第 4 回 鹿児島県 平成 24 年 1 月 26 日(木)～27 日(金) 鹿児島サンロイヤルホテル 85 名

全 3 回 計 271 名

(5) ケアマネジメント実践講座 
高齢者ケアプランの意義と役割を理解し、介護老人保健施設の機能に特化した「新全老健版ケア

マネジメント方式～Ｒ４システム～」を活用したケアプランの策定と評価に必要となる視点・知

識・技術を修得することを目的として初級・中級の 2 コースを設定し、施設職員等を対象に実施

した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

第 3 回 埼玉県(初級) 平成 23 年 9 月 30 日(金) ラフレさいたま 86 名

第 4 回 愛知県(中級) 平成 23 年 11 月 18 日(金) ホテル日航豊橋 90 名

第 5 回 鹿児島県(初級) 平成 24 年 1 月 27 日(金) 鹿児島サンロイヤルホテル 50 名

全 3 回 計 226 名
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(6) リハビリテーション研修事業 
介護老人保健施設におけるリハビリテーションについて必要な知識を修得することを目的とし

て、施設職員等を対象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

大阪府 平成 24 年 3 月 1 日(木)～ 2 日(金) 千里阪急ホテル 161 名

(7) 医師研修事業 
介護老人保健施設における医師の役割等について理解を深めることを目的として、施設等に勤

務する医師を対象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

大阪府 平成 23 年 12 月 1 日(木)～ 2 日(金) 千里阪急ホテル 76 名

(8) 認知症ケア研修事業 
認知症高齢者ケア研修会 
認知症高齢者に対するケアについての理解を深めることを目的として、施設職員等を対象に実

施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

大阪府 平成 23 年 10 月 27 日(木)～28 日(金) ホテル大阪ベイタワー 114 名

(9) 看護職員研修事業 
介護老人保健施設の中で看護職員が果たすべき役割等について理解を深めることを目的として、

施設に勤務する看護職員等を対象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

東京都 平成 24 年 2 月 23 日(木)～24 日（金) ホテル JAL シティ田町･東京 121 名

(10) 施設内感染症防止対策研修事業 
介護老人保健施設における施設内感染症防止について必要な知識を修得することを目的として、

施設職員等を対象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

東京都 平成 23 年 11 月 1 日(火)～ 2 日(水) ホテルベルクラシック東京 107 名

(11) 通所リハビリテーション研修事業 
介護老人保健施設における通所リハビリテーションの役割や連携等について理解を深めること

を目的として、施設職員等を対象に実施した。 
開催地 実施期間 会場 受講者数

大阪府 平成 23 年 8 月 21 日(日) チサンホテル新大阪 247 名

東京都 平成 24 年 3 月 10 日(土) 東京ファッションタウンビル 240 名

全 2 回 計 487 名

(12) 介護老人保健施設経営セミナー事業 
(独立行政法人福祉医療機構の実施する介護老人保健施設経営セミナーへの共催事業) 
開催地 実施期間 会場 受講者数

東京都 平成 23 年 11 月 8 日(火) 全社協・灘尾ホール 230 名

(13) 平成 23 年度北欧・欧州高齢者医療・福祉研修団（一般社団法人全国公私病院連盟への企画協力） 
ヨーロッパにおける医療と介護の関係、社会保障、高齢者対策の現状等、視察し研鑽をはかる

ことを目的とした研修について（一社）全国公私病院連盟の企画に協力した。 
訪問地 実施期間 参加者数

デンマーク、スウェーデン、ドイツ、フランス 平成23年10月2日(日)～12日(水) 21 名
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4 制度対策事業 
平成24年度介護報酬・診療報酬同時改定への対応を中心とした以下の事業を行った。 

(1） 関連情報の提供等 
介護老人保健施設関連通知・通達類をはじめ、社会保障審議会(厚生労働省)資料、全国介護保険

担当課長会議(厚生労働省)資料、「介護保険最新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県

支部、都道府県支部介護保険担当者に、ホームページ、メールマガジン、機関誌『老健』等の媒

体を通じて周知を図った。 
特に、社会保障審議会介護保険部会および社会保障審議会介護給付費分科会の審議概要をはじ

め、平成24年4月の介護報酬・診療報酬同時改定に関する介護老人保健施設関連事項については、

随時メールマガジンの速報等で情報提供を行った。 
また、平成24年度介護報酬改定の概要について情報提供をする目的で、「平成24年度介護報酬

改定説明会」を実施した。 
開催地 開催日 会場 参加者数

東京都 平成 24 年 3 月 12 日(月) 大手町サンケイプラザ 296 名

併せて、北海道支部、岩手県支部、宮城県支部、茨城県支部、埼玉県支部、東京都支部、神奈

川県支部、新潟県支部、長野県支部、愛知県支部、京都府支部、兵庫県支部、鳥取県支部、島根

県支部、岡山県支部、広島県支部、山口県支部、香川県支部、高知県支部、大分県支部、宮崎県

支部、沖縄県支部からの要請を受け、介護報酬改定に関する説明会等の講師派遣を行った。 
なお、ＩＴを用いた情報提供については、7 広報出版事業(2)(3)(4)で報告のとおりである。 

(2) 関係資料の発行 
各種資料を発行し、会員施設に配布等を行った。具体的には、7 広報出版事業(5)で報告のと

おりである。 
(3) 関連調査等 

平成24年4月の介護報酬・診療報酬同時改定への対応の一環として、介護老人保健施設の経営実

態、利用者の状況等、現状把握のためのデータを収集するとともに、介護報酬改定の根拠となる

国のデータを検証することを目的として、6 調査研究事業(4)(5)の調査を実施した。 
(4) 介護老人保健施設のあり方ならびに介護報酬改定に関する各種要望等 

平成24年度介護報酬・診療報酬同時改定に向け、(3)の関連調査等の結果をふまえ、介護老人保

健施設を取り巻く課題について整理を行ない、介護老人保健施設の現状に関するデータを多角的

に収集し分析を行い、社会保障審議会介護給付費分科会等における提言を行うとともに、各種要

望書を提出した。 
さらに、当会の要望事項について広く国政に反映させるため、政党との意見交換会を行う等、

全国老人保健施設連盟の協力も得て各種活動を展開した。 
 

5 認定資格制度事業 
  リスクマネジャー資格認定事業 

介護老人保健施設において発生するリスクを包括して把握し対応する目的で、リスクマネジャ

ー資格の受験資格取得に向けた「リスクマネジャー養成講座」を開催した。 
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リスクマネジャー養成講座 
開催地 実施期間 会場 受講者数 

Ⅰ期 平成 23 年 11 月 9 日(水)～11 日(金) TIME24ビル 112 名
東日本会場 

Ⅱ期 平成 24 年 2 月 20 日(月)～22 日(水) 砂防会館 111 名

Ⅰ期 平成 23 年 11 月 14 日(月)～16 日(水) 124 名
西日本会場 

Ⅱ期 平成 24 年 2 月 27 日(月)～29 日(水) チサンホテル新大阪 123 名

 
6 調査研究事業 

(1) 業務マニュアル見直し等のための研究事業 
電子媒体による業務マニュアル等作成に関して作業を進めた。 

(2) 介護保険制度と介護老人保健施設のあり方に関する調査研究事業 
①軽度の認知症予防のためのリハビリテーションの提供方法に関する調査研究事業 
軽度の認知症を有する通所リハビリテーション利用者について、認知症短期集中リハビリテー

ションを実施する「対象者」と、実施しない「対照群」を無作為に抽出して、期間中の認知機能

や生活機能を測定すると共に、終了 1 か月後のフォローアップを行い、機能の維持に関して検

証・検討することを目的に研究事業を行った。 
②介護老人保健施設における入所・短期入所リハビリテーションがもたらす在宅復帰・在宅生活

支援に関する調査研究事業 
（介護老人保健施設における入所・短期入所リハビリテーションがもたらす在宅復帰・在宅生

活支援に関する調査研究事業班） 
介護老人保健施設における短期集中リハビリテーションや短期入所療養介護における個別リハ

ビリテーション等の提供の実態及び各施設における在宅へ退所した利用者の個別調査を実施し

た。 
調査結果を元に、介護老人保健施設の在宅復帰・在宅生活支援機能を強化するために効果的な

リハビリテーションの提供のあり方について検討を行い、地域のリハビリ拠点施設としての介護

老人保健施設の役割・機能について考察をとりまとめた。 

③介護老人保健施設が持つ多機能の一環としての看取りのあり方に関する調査研究事業 
ターミナルケア加算の算定状況、施設の運営等において変化した点・影響を及ぼした点等把握す

るとともに、ターミナルケア加算算定ケースについて職種・サービス提供・体制等について実態

調査を行った。 
④介護人材養成（実務者研修）のための研修の読替えと実務者研修および認定介護福祉士（仮称）

に至る過程の認証・顕彰に関する試行的事業 
（介護人材養成（実務者研修）のための研修の読替えと実務者研修および認定介護福祉士（仮称）

に至る過程の認証・顕彰に関する試行的事業班） 
介護福祉士の実務者研修（450 時間）と当会の研修事業との到達目標や内容等について比較を行

い、研修の読替えの可能性について検討を行った。また、介護老人保健施設を対象に施設におけ

る介護職員のキャリアパスに関する調査を実施し実態を把握するとともに、特に国等で検討され

ている認定介護福祉士（仮称）のあり方等についての項目を中心に整理し、介護老人保健施設に

おける認定介護福祉士（仮称）の役割や求められる能力、研修の在り方等について検討を行い、

結果をとりまとめた。 
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⑤介護老人保健施設における適切なケアマネジメント方式（Ｒ４システム）の導入の効果と専門

職（看護・リハビリテーション）アセスメントに関する調査研究事業 
（介護老人保健施設における適切なケアマネジメント方式（Ｒ４システム）の導入の効果と専門

職（看護・リハビリテーション）アセスメントに関する調査研究事業班） 
Ｒ４システム導入施設に対して、Ｒ４システム導入前後の施設運営の変化や入所者・利用者

に対するサービス提供の変化・効果を把握するとともに、看護とリハビリテーションに関わる

専門職アセスメントのあり方や課題等について、施設のスタッフによる評価を受け、今後の改

善方策のあり方を検証した。 
⑥生活機能衰退のプロセス解明と口腔・嚥下およびコミュニケーション障害への適切な介入方法

構築のための調査研究事業  
（生活機能衰退のプロセス解明と口腔・嚥下およびコミュニケーション障害への適切な介入方

法構築のための調査研究事業班） 
介護老人保健施設における口腔・嚥下障害を持った利用者について、多職種による介入効果

等を検証する目的で、介護老人保健施設等の医療経験者ならびに口腔ケア、嚥下リハビリテー

ション分野の専門家からなる調査研究事業班を設置し、実態調査を実施し、口腔･嚥下および

コミュニケーション障害に対する効果的介入方法や、口腔ケア・嚥下リハビリテーションの推

進に向けた検討を行った。 

(3) 巡回型通所リハビリテーション事業 
（巡回型通所リハビリテーション事業班） 
東日本大震災の被災地域（岩手県、宮城県、福島県）における、特に支援の手が十分に行き届い

ていない仮設住宅を選定し、生活機能維持・向上・改善のためのリハビリテーションのサービス

を受けたくても受けられない要介護高齢者等に対して、仮設住宅地域内の集会所において介護老

人保健施設職員が出向きリハビリテーション等提供する事業を行った。 
(4) 平成23年 介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査 

平成16年度からデータを蓄積している会計年度ごとの収支状況について、平成22年度収支デー

タを収集するとともに、施設特性や地域特性等の現場に基づくデータを収集する目的で、平成23
年9月現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

(5) 介護老人保健施設入所者の入院退所に関する緊急調査 
平成24年度介護報酬･診療報酬同時改定における交渉のための基礎資料を収集する目的で、介護

老人保健施設から医療機関への入院退所者の実態を把握するための悉皆調査を実施した。 
(6) 介護老人保健施設におけるインフルエンザ様疾患の状況に関する調査 

平成23年11月、正会員施設を対象に、平成23年11月～平成24年3月におけるインフルエンザ様

疾患、肺炎球菌ワクチン、感染性胃腸炎等について、入所者・通所者・職員についてアンケート

調査を実施した。 
(7) 東日本大震災による被災の復旧に係る額の調査 

東日本大震災による被害状況の把握と、義援金配布等に向けた基礎資料を収集する目的で、震

災等による被害状況と復旧に要する費用額等に関する調査を実施した。 
(8) 東北３県におけるインフルエンザ予防接種等実施状況に関する緊急調査 

東日本大震災による予防接種実施率等の影響を調査するため、平成24年１月、岩手県、宮城県、

福島県の正会員施設を対象にアンケート調査を実施し、被災者健康支援連絡協議会に報告した。 
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(9) 東日本大震災による被災者受入状況等に関する再調査 
東日本大震災ならびに福島第一原子力発電所事故による影響等について、発災から約1年後の実

態を把握する目的で、職員の離職、定員超過等の状況に関する実態調査を実施した。 
 

７ 広報出版事業 
(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を8回定期刊行し、当会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに政令

指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マスコ

ミ、個人購読者等へ配布し、介護保険制度および介護老人保健施設に関連する情報を提供すると

ともに、当会の活動に関する広報活動を行った。(総発行部数93,720部) 
各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・平成23年8月号 第36回通常代議員会・第26回通常総会を開催 
・平成23年9月号 公益社団法人成る／地域包括ケアと老健施設 
・平成23年10月号 地域ケアを支える通所リハビリテーション 
・平成23年11月号 2025年へ向けた介護報酬改定を 
・平成23年12月号 東日本大震災復興支援シンポジウム開く 
・平成24年1月号 新春対談「地域包括ケアの拠点をめざす老健施設」／認知症高齢者ケア研修

会開く 
・平成24年2月号 老健施設の感染症対策 
・平成24年3月号 介護報酬改定の基本骨格決まる 

(2) ニュースペーパーの発行 
情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に先立って、おもな掲載記事をデジタル配信する『老

健』ニュースペーパーの配信を毎月1回行った。 
(3) メールマガジンの配信 

平成15年1月から配信を行なっているメールマガジン＜e‐roken(イー・ローケン)＞を、合計51
回配信し、当会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 
メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 

・定期配信版＜e‐roken(イー・ローケン)＞ 計16回配信(第170号～第185号) 
・速報版＜e‐roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計35回配信 

(4) インターネットホームページを活用した広報活動 
当会ホームページ上に介護老人保健施設や当会活動に関する最新情報を随時掲載し、一般に向

けた広報を行なった。また、当会ホームページならびに会員専用ホームページ上に社会保障審議

会(厚生労働省)等資料・レポートやその他会員向け情報を掲載し、迅速かつ正確に情報提供を行

った。 
(5) その他の出版物の刊行 

当会の広報及び介護老人保健施設の運営、教育等に資する目的で、以下の出版物等を編集・発

行した。 
・『平成23年版介護白書 介護老人保健施設が地域ケアの拠点となるために』(平成23年11月刊) 
・機関誌『老健』別冊 「大震災の体験 東日本大震災と老人保健施設」（平成23年10月刊） 
・「介護老人保健施設 震災マニュアル」（平成24年3月刊） 
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・『全老健版 平成24年度介護報酬改定資料集Ⅰ』(平成24年3月刊) 
 

8 ＩＴ関連事業 
全国大会発表演題登録システム（UMIN：University Hospital Medical Information Network）を、

第23回全国介護老人保健施設大会 美ら沖縄でも引き続き活用するため、円滑な演題登録・管理を行

えるよう準備をするとともに、当会ホームページ上で過去の大会分の口演演題抄録の検索が行なえる

よう設定した。 
また、研修事業の申込システムの検討・構築を行ったほか、全老健ホームページ、会員専用ホーム

ページ等に関して、サイトのリニューアル・サーバーの移設等の見直しに着手した。 
なお、上記以外のIT関連事業については、7 広報出版事業(2)(3)(4)において報告したとおりであ

る。 
 

9 老健施設人材確保・育成対策事業 
「求人情報サイト」及び「携帯求人サイト」の運営を行った。 

 
10 安全推進事業 

4 月ならびに 10 月を安全推進月間とし、事故防止ポスター(誤嚥・窒息の防止)を配布、施設におけ

る事故防止の周知・啓発を行った。その他、介護老人保健施設における事故発生防止の周知・啓発を

目的として、施設職員を対象とした「安全推進セミナー」を開催した。 
ひやりはっと分析及び苦情対応入門（介護老人保健施設勤務 5 年以上の会員施設職員対象） 
開催地 実施期間 会場 受講者数

東京都 平成 23 年 9 月 1 日(木)～2 日(金) TIME24 ビル 165 名

 
11 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 
総務・企画委員会に 2 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 
(ｱ) 特例民法法人全国老人保健施設協会平成 23 年度事業報告案・収支決算案の検討 

特例民法法人全国老人保健施設協会平成 23 年度事業（平成 23 年 4 月 1 日～7 月 31 日）の終

了に伴い、塩原、山田両監事による監査を受け、理事会及び社員総会に諮る平成 23 年度事業

報告書・収支決算書について検討し、報告原案を作成した。 
(ｲ)  平成 23 年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案に関する検討 

特例民法法人全国老人保健施設協会平成 23 年度収支決算の確定、平成 23 年度国庫補助金及

び独立行政法人福祉医療機構助成金の確定により、平成 23 年度事業計画の一部変更及び収支補

正予算案の検討を行い、原案を作成した。 
(ｳ) 平成 24 年度事業計画案・収支予算案に関する検討 

事業増による支出の増加や制度改正等に対応する積立金の準備、経費節減等の対応をし、予算編

成の見直しを行い、当会の適切な運営を図る観点から所要の検討を行い、原案を作成した。 
(ｴ)諸規程の検討 
   公益社団法人への移行に伴い、諸規程の見直しを行い、原案を作成した。 
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(ｵ)税制改正要望に関する検討 
         税制改正要望原案を検討した。 

①大会部会 
大会部会において、第 25回大会の開催ブロックの検討を行なったほか、第 23回沖縄大会から

第 24 回石川大会までの準備状況等の確認を行った。 
②広報・情報部会 

(ｱ) 機関誌『老健』の刊行 
特集やインタビュー対象者の選定等の企画及び誌面調整、新規連載等について検討し、適宜

実施したほか、介護老人保健施設をとりまく諸問題について、迅速かつわかりやすさを念頭に

置いた情報提供を行った。 
なお、具体的には、7 広報出版事業(1)において報告したとおりである。 

(ｲ) インターネット、ホームページ等を活用した広報・情報提供 
当会ホームページ及び会員専用ホームページの利便性向上のためのリニューアル等について

検討を行い、適宜実施した。 
なお、具体的には、7 広報出版事業(2)(4)において報告したとおりである。 

(ｳ) メールマガジンの配信 
メールマガジン＜e－roken（イー・ローケン）＞の配信項目等の企画検討を行った。 
なお、具体的には、7 広報出版事業(3)において報告したとおりである。 

(ｴ) その他の出版物の編集、発行 
7 広報出版事業(5)において報告したとおりである。 

この他、当委員会所掌の公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会では、第 23回沖縄大会

において同時開催する予定の第 6 回老健医療研究会のプログラム等を検討したほか、今後の老健

医療研究会の在り方について検討を行った。 
(2) 管理運営委員会 

管理運営委員会に 2 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 
①安全推進部会 

施設における安全推進に資する目的で、以下の事業を実施した。また、研修委員会と連携し 
部会に関連する講義を担当した。 
(ｱ) リスクマネジャー資格について 

5 認定資格制度事業(1)で報告したとおりである。 
(ｲ) 施設安全対策について 

10 安全推進事業において報告したとおりである。 
②防災･災害対策部会 
災害時における施設の安全管理等に資する目的で、「全老健災害派遣ケアチーム JCAT（Japan 

Care Assistance Team）」について検討するとともに、災害対応関連資料を刊行した。詳細については、

7 広報出版事業(5)において報告したとおりである。 
また、安全推進部会、研修委員会と連携し、災害対応に関連する講義を担当した。  

(3) 研修委員会 
研修委員会に研修推進部会を設置し、3 教育事業の各種研修会を実施した。本件については、

3 教育事業において報告したとおりである。 
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(4) 学術委員会 
学術委員会に 3 つの部会を設置し、以下の事業を行った。また、6 調査研究事業(6)を実施し

た。 
①認知症部会 

研修委員会と連携し研修会において部会に関連する講義を担当した。また、6 調査研究事

業(2)①を実施した。 
②リハビリテーション部会 

研修委員会と連携し研修会において部会に関連する講義を担当した。また、6 調査研究事

業(2)②を実施した。 
③医療部会 

研修委員会と連携し研修会において部会に関連する講義を担当した。また、6 調査研究事

業(2)③を実施した。 
(5) 介護保険制度・報酬委員会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、各種要望事項の検討、調査データ分析等、平

成 24年 4月介護報酬・診療報酬同時改定に向けた各種要望項目の精査と提言について検討した。 
併せて、介護保険関連情報の提供、関連資料の発行等を行なうとともに、研修委員会と連携し

関連する講義を担当したほか、介護報酬改定説明会を開催した。 
詳細については、4 制度対策事業(1)(2)(3)(4)、6 調査研究事業(4)(5)、７ 広報出版事業

(1)(3)(4)(5)において報告したとおりである。 
(6) 学術倫理委員会 

当会が行う臨床研究・疫学研究等について、申請があった研究について審査を行った。 
 
12 老人保健施設の総合的な将来の在り方検討懇話会 

2011 年 6 月に改正された、改正介護保険法のもととなった、「地域包括ケア研究会報告書」による

高齢化が顕著となる 2025 年における介護老人保健施設の方向性を示すべく、在り方検討懇話会を設

置し、有識者を招き中間報告書「2025 年のあるべき『介護老人保健施設』の姿」を取りまとめた。 
 
13 東日本大震災の対応 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災について、被災者の受入れ、被災施設への職員派遣、

被災施設への物資支援、義援金募集、義援金の配布、関係省庁への報告・要望、施設あて情報伝達

等を行った。 
また、被災施設等の実態について調査を行った。詳細については、6 調査研究事業(7)(8)において

報告したとおりである。 
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14 正会員の加入動向 
平成 23 年度末における正会員数は 3,436 名である。なお、当会設立時より今年度末までの年間加

入数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 
 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 

平成 1 年度 １７６名

平成 2 年度 １４４名 ３２０名

平成 3 年度 １４３名 ４６３名

平成 4 年度 １５２名 ６１５名

平成 5 年度 １７５名 ７９０名

平成 6 年度 １９３名 ９８３名

平成 7 年度 ２０８名 １，１９１名

平成 8 年度 ３２２名 １，５１３名

平成 9 年度 ２８９名 １，８０２名

平成 10 年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名

平成 11 年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名

平成 12 年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名

平成 13 年度 １０６名 １名 ２，６９６名

平成 14 年度 ９７名 ３名 ２，７９０名

平成 15 年度 １１９名 ２名 ２，９０７名

平成 16 年度 １１７名 ５名 ３，０１９名

平成 17 年度 １３７名 ３名 ３，１５３名

平成 18 年度 ９１名 ５名 ３，２３９名

平成 19 年度 ５９名 １１名 ３，２８７名

平成 20 年度 ４７名 １３名 ３，３２１名

平成 21 年度 ４３名 ４名 ３，３６０名

平成 22 年度 ３８名 ７名 ３，３９１名

平成 23 年度 ５１名 ６名 ３，４３６名



 

 

 




